厚生労働大臣殿

　　障害者総合支援法見直しにあたっての意見書
2015年11月10日

障害者自立支援法違憲訴訟団
　当訴訟団は、国との平成22年1月7日付け基本合意文書（以下「基本合意」）にもとづき、下記の通り申し入れます。

国が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「総合支援法」）附則３条にもとづき、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けて、障害者等の支援に係る施策を段階的に講ずるため、障害福祉サービスの在り方、障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるにあたっては、下記の通り、基本合意を尊重して法その他の改正を行うよう求めます。　
第１　障害者に対する支援は基本的人権の行使を支援するものであること
　１　意見の趣旨

　・総合支援法による障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援することを基本とするものであることを、条文上改めて確認してください。
　　・同法第２章「自立支援給付」、同法第３章「地域生活支援事業」がいずれも障害者の基本的人権の行使を支援するための施策であることを明記して下さい。
　
２　意見の理由

　基本合意文書は新法が憲法上の基本的人権を保障する法律であることを確認しています。
	　　一　障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定

国（厚生労働省）は、…障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。
二　障害者自立支援法制定の総括と反省

　１　国（厚生労働省）は、憲法第13条、第14条、第25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める。


　基本合意に基づき、総合支援法が憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援することを基本とすることを改めて確認してください。
　現行の総合支援法は、１条（目的）において、「基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い」と規定し、同法１条の２（理念）において「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり」と規定しており、障害者に対する支援が個人の尊厳の保障のために必要であることを一応規定していると読み取ることが出来ますが、いまだ抽象的であり、不十分といえます。
　なお、２０１５年９月２４日の障害者政策委員会にて事務局から提示された「障害者の権利に関する条約第１回日本政府報告案」には障害者自立支援法違憲訴訟の経緯、基本合意文書の存在が全く記載されていませんが「①政府が訴訟団と基本合意文書を締結した事実。」及び「②骨格提言がまとまり、政府がその実現を公約している事実」を明記するべきです。厚労省担当であることが明記されている「（２）障害福祉施策について」にも、「障害者自立支援法制定の総括と反省をして、同法が障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことを心から反省することを基本合意文書により確認したこと」及び「同文書により、障害者自立支援法訴訟団との定期協議を継続的に実施している事実」を明記するべきです。
第２　応益負担の廃止
　１　意見の趣旨

・低所得者に限らず、障害者施策における応益負担全般の廃止を実現してください。

２　意見の理由

基本合意文書は、応益負担の廃止を新法の基本として確認しています。
	一　障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定
国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、遅くとも平成25年8月までに、障害者自立支援法を廃止し
二　障害者自立支援法制定の総括と反省　
２　国（厚生労働省）は、障害者自立支援法を、…応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。
三　新法制定に当たっての論点

　　訴訟団から指摘された問題点
②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。
　を踏まえ、しっかり検討を行い、対応していく。
四　利用者負担における当面の措置
　国（厚生労働省）は、障害者自立支援法廃止までの間、応益負担（定率負担）制度の速やかな廃止のため、平成22年4月から、低所得（市町村民税非課税）の障害者及び障害児の保護者につき、障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とする措置を講じる。　


　しかし、障害者総合支援法では、いわゆるつなぎ法による改正後の障害者自立支援法２９条３項２号をそのまま引き継ぎ、「当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額」が自己負担とされ、政令の定め次第で負担額が高額のものとなり、支援の量と負担とが連動する仕組みが残されています。負担額決定にあたり考慮する事情を「家計の負担能力」と規定したままでは、配偶者や障害児の保護者の収入を算定する現行の運用を許容しかねません。現行の障害者総合支援法における利用者負担の仕組みは、違憲訴訟において批判された支援の量と負担とを結びつける不合理や、配偶者や保護者の収入を含めることによる「家族責任」制度等が残存しています。家族責任から公的責任への転換を図り、福祉施策の「原則無償」を謳う骨格提言に反するものとなっています。
　見直し後の総合支援法においては、応益負担制度に由来する仕組みを残存させず、名実ともに全ての障害者福祉施策において応益負担を廃止することを改めて求めます。
　
第３　自立支援医療の低所得者無償化の速やかな実施。
　１　意見の趣旨

・自立支援医療の低所得者無償化の速やかな実施を求めます。

２　意見の理由

　　基本合意文書第四項は次のとおり、確認しています。　
	なお、自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする。


　　国はこれを、自立支援医療の低所得者無償措置について、いち早く実現するべき重要な課題として確認する趣旨であると説明してきました。
　　定期協議において、その実現を最大限努力することを再三にわたり確認してきました。総合支援法見直しにあたり、少なくとも自立支援医療の低所得者無償措置を導入してください。
　　また第71回社会保障審議会障害者部会（2015年9月25日）で厚労省が配布した資料では、とくに育成医療における中間所得層の負担が厳しいことが指摘されています。障害児を持つ親の負担感は大きいものがあります。中間所得層に配慮した改善を実行すべきです。しかしそれは、低所得者の負担を増額させることでは基本合意違反ですので、低所得者無償化とともに中間所得層の負担軽減も実現してください。
　　昨今、上記基本合意文書に逆行する動きがあることを憂慮します。即ち、「難病の患者に対する医療等に関する法律」では、医療費助成の対象が拡大されましたが、「応益負担」が導入され、低所得者でも自己負担が発生することとなりました。同法制定過程において、当事者からの「難病は自己責任ではないのに、費用負担を導入すべきではない」との意見に対し、政府は、「総合支援法における自立支援医療の費用負担」との「制度間の公平」を理由として、応益負担導入を強行しました。当面の重要な課題とすると約束した自立支援医療の利用者負担を存置しながら、その存在を理由に他制度に利用者負担を導入することは、基本合意の趣旨に反する行為で有り、強く抗議します。

　　なお、後記するとおり、障害児の利用者負担における所得は、障害児本人だけのそれで認定すべきです。そうすれば、育成医療における中間所得層の負担の問題は解消されます。
第４　利用者負担に関連する論点についての対応

１　意見の趣旨

　・配偶者や親の収入を利用者負担の収入認定から除外すること
　・介護保険優先原則（総合支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。
・支給決定のありかたに関し、骨格提言を実現する規定を設けること
・国庫負担基準の廃止と国の最終責任を規定すること

・報酬支払方式（在宅を除く施策）について現在の全面日払い方式から、骨格提言の内容（事業運営費を月払い＆利用者の個別支援費用を日払い）に改めること。
２　意見の理由

基本合意文書「三　新法制定に当たっての論点」として訴訟団の指摘する「利用者負担に関する6点の問題点」を踏まえて、「6項目」について、しっかり検討を行い、対応していくこととされています。
	1 「利用者負担に関する6点の問題点」は次のとおりです。
2 　支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負担額を上回らないこと。

②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。

③　収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。

④　介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。

⑤　実費負担については、厚生労働省実施の「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結果について」（平成21年11月26日公表）の結果を踏まえ、早急に見直すこと。

⑥　どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること。

　　そのために国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討を行うこと。


6項目は次のとおりです。
	①　利用者負担のあり方

②　支給決定のあり方

③　報酬支払い方式

④　制度の谷間のない「障害」の範囲　

⑤　権利条約批准の実現のための国内法整備と同権利条約批准

⑥　障害関係予算の国際水準に見合う額への増額


　検討にあたっては次の点が重要であることが確認されています。
	・現行の介護保険制度との統合を前提としないこと
・本訴訟における原告らから指摘された障害者自立支援法の問題点を踏まえること
・障害者の現在の生活実態やニーズなどに十分配慮すること
・権利条約の批准に向けた障害者の権利に関する議論を踏まえること
・「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結果について」（平成21年11月26日公表）の結果も考慮すること


　これらの「新たな福祉制度の構築」は、「障がい者制度改革推進会議」や「部会」における議論をもとに行うことも当然の前提として確認されています。
　以上から、上記１に記載した５点の改正を求めます。
①　配偶者や障害児の親の収入を利用者負担の収入認定から除外すること　
　例えば原告の中の障害児の一人の負担額は２０１５年９月で
　　児童デイサービス　　　１万２４７９円

　　行動援護・移動支援　　２万０３５８円

　　　　　　　　　合計月額３万２８３７円　です。

　　実際には行動援護を行う事業所が近隣になく、ヘルパーも見つからず、隣の県の事業所からようやく１名のヘルパーが残っている現状のため、利用回数は必要な支援の半分以下の現状であり、ヘルパーが確保されればさらに負担は増えます。ちなみに２０１４年６月では、児童デイ（他県利用）４万４５００円、行動援護・移動支援３万９７００円の合計月額８万４２００円です。学校の給食費が半額免除になる年も多い低所得世帯の例です。
　　現行の運用は親の収入を児童の収入と見做していますが、子育て世代の収入は一般に低く、過酷な負担になっています。
　　本来無償になるはずにもかかわらず婚姻したために配偶者の収入を理由に負担を強いられる原告の一人の負担も月額１万８６００円です。

この点は、障害者権利条約の権利委員会から、他の国（韓国等）政府に対しても、総括所見として是正の勧告がなされており、日本政府も早急な改善が求められる事項です。
②　介護保険優先原則（総合支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。

　　事務連絡等で厚労省としてできる努力をされていることは評価します。
　　しかしながら、その効果は限定的です。

　　そして、基本合意により応益負担が否定されたにも関わらず、６５歳を超えた障害者が介護保険を強制されて応益負担を強いられることは基本合意の意義を没却するものです。

　　実際、基本合意により無償になった原告夫妻が、来年から共に６５歳を超えて月額２万４６００円の介護保険負担となる例もあります。

　　６５歳からのあまりの負担に耐えかねて生きていくために必要な福祉施策の利用を控えている人が多くいるとの指摘があります。

　　よって、障害者が６５歳になると応益負担を課せられる矛盾を解消するための方法として、優先原則を定める法規定自体を廃止して選択制を導入することを改めて強く求めます。

③　支給決定のありかたに関する規定
骨格提言で提言されている次の規定を設けてください。
・「障害ゆえに命の危険にさらされない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定」

・「障害者は、必要とする支援を受けながら、意思（自己）決定を行う権利が保障される旨の規定」、

・「以上の支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい内容でなければならず当該個人の個別事情に即した必要十分な支給量が保障される旨の規定」
・「 支援を必要とする障害者本人(及び家族)の意向やその人が望む暮らし方を最大限尊重することを基本とする旨の規定。」
・「障害程度区分を使わずに個別ニーズを積み上げて支給決定する仕組みとすること。」
・総合支援法第２２項第１項「介護を行う者の状況」及び同法施行規則第１２条２号「障害者等の介護を行う者の状況」の削除を求めます。
　　また、骨格提言「I－４　支援(サービス)体系」において提言された

	重度訪問介護の利用に関して一律にその利用範囲を制限する仕組みをなくす。
また、決定された支給量の範囲内であれば、通勤、通学、入院、1日の範囲を越える外出、運転介助にも利用できるようにする。


　　
	入院中においても、従来より継続的に介助し信頼関係を有する介助者(ヘルパー等)によるサポートを確保し、地域生活の継続を可能とする。


についても各地の原告から切実な要望として声が寄せられており、その実現を求めます。
　　なお、これは「重度訪問介護」に限らず「行動援護・同行援護」、「移動支援」についても同様のことを求めます。　　
④　国庫負担基準の廃止と国の最終責任規定
基本的人権としての生存権保障の最終責任は国にある以上、自治体の財政事情に関わらず、全国どこでも等しく自立生活は保障されるべきです。

現行の国庫負担基準を撤廃し、その人に必要な支給量であれば、全ての責任を持って法的に保障するため、具体的な支給量如何に関わらず、例えば国が２分の１、都道府県が４分の１、市町村が４分の１を義務的に負担するものとし、万一、当該自治体の負担能力を超える場合には、国が最終保障を実施する責任があることを明記するべきです。
⑤　報酬（在宅施策を除く）の全面日払い方式の解消
　骨格提言は報酬支払方式について次を提言しています。
	○　施設系支援にかかる報酬については、「利用者個別給付報酬」(利用者への

個別支援に関する費用)と「事業運営報酬」(人件費・固定経費・一般管理費)

に大別する。前者を原則日払いとし、後者を原則月払いとする。

○　すべての報酬体系において基本報酬だけで安定経営ができる報酬体系とする。


　したがって、報酬支払方式（在宅を除く施策）について現在の全面日払い方式から、骨格提言の内容（事業運営費を月払い＆利用者の個別支援費用を日払い）に改めるべきです。
第５　障害者総合支援法の対象としての「難病者」の範囲について
　１　意見の趣旨

・疾病名の如何を問わず、慢性疾患などによる機能障害により生活上の支障を生じるすべての者が福祉施策の対象とする仕組みとしてください。

　２　意見の理由

　基本合意文書で「制度の谷間のない『障害』の範囲」について、国はしっかり検討を行い、対応することとされています。骨格提言でも「Ⅰ－２障害（者）の範囲」で、障害者基本法２条の定義とするよう提言されています。
　総合支援法４条１項、同施行令１条に基づく疾病が３３２疾患に拡大されたことは評価しますが、障害者権利条約・骨格提言に沿い、疾病名の如何を問わず、慢性疾患などによる機能障害により生活上の支障を生じるすべての者が福祉施策の対象とする仕組みとするべきです。
最後に

　基本合意と骨格提言及び具体的な生活実態に根差した訴訟団の意見を法制度改正の中身に取り入れて下さい。

　　国がその遵守と履行を約束している基本合意・骨格提言及び現実の生活実態に基づく私たちの要求を法制度に生かして現実に実現して下さい。
　　国が「見直す」と言う以上、検討した形だけでなく、本当に目に見える成果として「見直し」て下さい。
　　また、言うまでもありませんが、応益負担を否定した基本合意に逆行するような「見直し」は絶対に許しません。
以上
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